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(1)「歴史的風致」…地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第 1 条（抄） 
「地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の高い建造
物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境（以下「歴史的風致」という。）」 






1) 小野晃嗣：近世都市の発達，近世城下町の研究・増補版，法政大学出版局， p.196，1993． 
2) 前掲 1)，p.203． 
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1973 年の都市緑地保全法（現都市緑地法）の制定、及び 1976 年の伝統的建造物群保存地区（以
下「伝建地区」と略称）制度の創設があり、歴史地区の市街地や緑地を保全する制度が整備され
る以前の状態と比較が可能と考えたからである。なお、2012 年 9 月 5 日現在の画像では、31 地































































































図・城下町絵図で見る幕末諸州最後の藩主たち」18)が取りまとめた 1872 年 7 月の廃藩置県時の
全藩主 274 家が存在した城下町、すなわち、最も近年まで城下町であった都市を基本とし、次に
掲げる観点から加除した 168 都市を対象として、現状を把握することとした。 
追加した都市は、上記リストに含まれないものの同等以上の規模の都市を形成したとみられる、
1) 廃藩置県直前まで存在していた藩主（会津、萩等 8 家）、2) 幕府直轄領のうち、江戸、一国支
配の甲斐国・飛騨国及び遠国奉行が置かれた都市（新潟、京都等 18 都市）である。 
削除した都市は、家禄や立藩後の期間からみて当時建設された都市が小規模または未成熟であ
るとみられる、(1) 国許の屋敷に城が認められていなかった藩主（羽後国亀田、丹後国峰山等 127
家）、(2) 立藩してからの期間が 10 年未満で廃藩置県を迎えた藩主（上総国松尾、近江国朝日山










































スクリーニングの結果を図 1-2 に示す。 
地図情報または地方公共団体のヒアリング等によって把握した寺院群または武家地跡が一箇所
以上存在していることを認めた都市は 168 都市中 108 都市（64.3 %）であった。 
さらに、把握した各都市における寺院群や武家地跡の周囲が市街地に囲まれているか確認した
ところ、長辺の両方が既成市街地に接している寺院群または武家地跡を有する都市は、168 都市
中 68 都市（40.5 %）ということになった。 
ところが、これらの土地利用について周囲の市街地に比較して緑被が著しいか確認したところ、





という 2 つのケースである。寺院群と武家地跡の集団の両方の長辺が既成市街地に接している 5
都市については、寺院群武家地跡のいずれも緑被が周囲と同等か劣っていた都市はなかった。そ
の結果、168 都市中 32 都市（19.0 %）について、周囲の市街地に比較して緑被が著しいというこ
とになった。 
加えて、寺院群や武家地跡の樹林も 3 以上の敷地にわたっているものを確認したところ、該当
する都市は 168 都市中 24 都市（14.3%）となり、これらの都市が樹林による延焼遮断機能を発揮
する可能性のある寺院群または武家地跡 31 地区（図 1-3）を有するという結果を得た。 
24 都市には東京都（1 都市としてカウント）が含まれており、5 区に 1 箇所ずつ該当する地区
があった。東京都の寺院の中には明治以降の災害、市街地整備その他の事由によりその位置を変




注 1) 6 都市は、長辺の両方が既成市街地に接しているのが寺院群のみで、武家地跡は全て該当しないため除かれた。 
注 2) 1 都市は、寺院群のみの樹林が 3 以上の敷地にわたって連続性がなかったため除かれ、武家地跡のみとなった。 



















行われている 17 都市（24 地区）は全て市街化
区域に含まれ、行われていない 7 都市（7 地区）
も全て用途地域が指定されている。各地区の用
図 1-4 村上市の寺院群 20) 
図 1-5 金沢市の武家地跡 
西茂森 大野市 錦町周辺 弘前市 仲町伝建
新寺町 大徳寺 上山市 仲丁通り
盛岡市 大慈寺町 相国寺 小田原市 西海子小路周辺
秋田市 寺町 建仁寺 金沢市 長町周辺
会津若松市 馬場本町周辺 妙心寺 五島市 福江武家屋敷
結城市 結城 亀岡市 矢田町周辺 日南市 飫肥前鶴通
文京区 向丘周辺 大阪市 寺町
台東区 谷中周辺 堺市 南宗寺周辺
新発田市 中央町周辺 萩市 北古萩町周辺
村上市 寺町 柳川市 西魚屋町周辺
金沢市 野町周辺 久留米市 寺町








図 1-3 調査地区 
 











































31 地区中、樹林面積が維持されていたとみられる地区は 11 地区（35%）であり、寺院群が 8
地区、武家地跡が 3 地区であった。減少したとみられる地区は 20 地区（65%）であり、約 2/3 を






いては、68 件の転換事例のうち 43 件は墓地が含まれていた。



















転換後 寺院群 武家地 合　計
墓地 34 0 34
駐車場 10 2 12
建築 11 9 20
空地 3 0 3
墓地+建築 4 0 4
墓地+道路 2 0 2
墓地+駐車場 3 0 3
建築+駐車場 1 0 1
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区市の認識調査は、2011 年 8 月と 2012 年 1 月に 31 地区が属する 25 の区市（以下、東京都は



















表 2-1 寺院群・武家地跡の形態と規模 










弘前市 西茂森 26 ○ 239,000 710 337
弘前市 新寺町 14 ○ 106,000 540 196
盛岡市 大慈寺町 7 ○ 58,000 440 132
秋田市 寺町 29 ○(1)注 196,000 1170 168
会津若松市 馬場本町周辺 6 ○注 27,000 220 123
結城市 結城 3 ○ 18,000 260 69
東京都文京区 向丘周辺 3 ○ 13,000 200 65
東京都台東区 谷中周辺 5 ○ 31,000 230 135
新発田市 中央町周辺 5 ○ 38,000 280 136
村上市 寺町 5 ○ 20,000 340 59
金沢市 野町周辺 18 ○(1) 103,000 660 156 神社1
刈谷市 元町周辺 5 ○ 23,000 430 53
桑名市 一色町周辺 4 ○ 13,000 200 65
大野市 錦町周辺 15 ○(1) 79,000 680 116 神社2
京都市北区 大徳寺 5 ○ 254,000 790 322 神社1
京都市上京区 相国寺 8 ○ 101,000 430 235
京都市東山区 建仁寺 9 ○ 67,000 400 168
京都市右京区 妙心寺町 13 ○ 176,000 530 332
亀岡市 矢田町周辺 4 ○ 15,000 140 107
大阪市天王寺区 寺町 11 ○ 144,000 1130 127 神社1
堺市堺区 南宗寺周辺 3 ○ 23,000 180 128
萩市 北古萩町周辺 3 ○ 50,000 390 128 神社1
柳川市 西魚屋町周辺 6 ○ 49,000 470 104
久留米市 寺町 11 ○(1) 119,000 530 225
臼杵市 二王座 8 ○ 20,000 470 43
武家屋敷跡
弘前市 仲町伝建 ○ 101,000 610 166 寺1
上山市 仲丁通り ○ 6,100 190 32
小田原市 西海子小路周辺 ○ 36,000 320 113
金沢市 長町周辺 ○ 11,000 150 73
五島市（福江） 福江武家屋敷 ○(1) 19,000 410 46

























火炎輻射熱(R)：藤田の基準値により 50,000 Kcal/m2h 
建物立面積(A)：b) の市街地大火のケースに合わせて高さ 7m、間口は集団の長辺に面する
建築物の間口を、電子地図ポータルに 1/2,500 基盤地図情報または砂防基盤図が公開さ
れている 13 箇所について計測した平均値 12m とし、建物立面を長方形と仮定して 
7×12=84m2 
遮蔽樹木立面積(T)：常緑樹中心の密度の高い植栽であることを考慮し、T=A 




これらを式に当てはめると、D=21m となった。表の 1 列のタイプの平均幅（43～127m）また






















市街地係数(φ)：a) に示す 13 箇所のうち、集団の長辺の両側 100m 幅の範囲の木造密集の
度合いが比較的高いとみられる箇所について、耐火及び耐火以外の建築面積を 1/2,500




図 2-1 一棟火災に対する延焼遮断機能概念図 
 
 















風速 12m/s、市街地係数 0.4 では、i) 空地のみの場合は 58m 以上、ii) 片側に高さ 7m の耐火
建築物を置く場合は 31m 以上と表示されていた。そこで、表に示す各集団の平均幅（a/b）に照
らすと、寺院群は 58m を満たす集団が 25 箇所中 23 箇所、31m は全ての集団が満たしていた。
一方、武家地跡は 58m を満たす集団が 6 箇所中 4 箇所、31m は全ての集団が満たしていた。い
ずれも簡便法が想定する市街地大火に対して延焼遮断機能を持つ可能性があることがわかったが、











































緑地・景観に関し妙心寺の土地に指定されている法規制について、表 2-3 にまとめる。 
 
表 2-3 妙心寺の緑地・景観に関する法規制 
用途地域 第 1 種低層住居専用地域（80-50）、敷地面積最低限度 100m2。 
5 種風致地区指定区域は近隣商業地域（200-80）。 
風致地区 第 3 種。北総門周辺沿道 25m は第 5 種。緑地面積率はいずれも 2/10。高さは

















b) 1/2,500 基盤地図情報から、山内の地形（水準点からの比例按分で等高線を作図、図 2-5）及び
周辺市街地の密度、建築物の構造を把握した。 











































        











花園学園で 50m 程度であることから、7m 程度の段差があることがわかった。この段差は現地で
確認したところ、おおむね南北に連なる樹林であり、南に行くに従って緩やかになる（図 2-10）。 


































図 2-13 北総門付近 
図 2-10 東の段差の樹林 図 2-11 西の段差の樹林




北側市街地の市街地係数を 0.4、風速を 12m/s と仮定すると、同手法によれば、空地のみで確
保された延焼遮断帯は 58m 以上の幅が必要となる。一方、この空地の片側に高さ 7m の耐火建築
物がある場合は、その他の条件を同一にすると 31m 以上の幅が必要となる。耐火建築物の代わり
に樹木を用いると、樹冠は火災から発生する輻射熱の一部を透過するため、延焼遮断帯としての
最低必要幅は空地のみで確保した場合と耐火建築物を配した場合との間、すなわち 31m と 58m
の間にあると考えられる。 















側の建築群に約 11m の距離で近接しているため、他の対策が必要となろう（図 2-14,15）。 
 
     














































評価は 5 段階とし、それぞれの各段階のイメージを表 2-4 のように示して、「最も近いと思われる
項目に一つだけ ○ をご記入下さい。」とした。その結果、回答区市数の多い順に上位 3 項目（表
2-4 中網掛け）をみると、景観は A，B，C，防火は C，B，未評価となった。 













あると考えられた。そこで、双方の評価値の相関の有無を、評価 A から E に各々5 から 1 の数値














な理由と考えられるものを、3 番目まで順位を付けてご記入下さい。ご回答が 3 つに足りないと
きは、それまでで結構です。」とし、選択した回答のウエイトの高い順序を聞いた。 
a) 総数の集計結果 
その結果を表 2-5 に示す。樹林の保全は一義的には所有者が個別に行ってきたという認識が 25
地区を占めた。寺院も武家屋敷跡も、所有者がその場所で生活を営んでいることが一般的で、樹
林の保全は日常的な維持管理を行っている所有者自身に依るという見方である。 













































特段の検討や評価をしていない。 ３ 特段の検討や評価をしていない。 ７
その他 ３ その他 ０
無回答 ３ 無回答 ３
















協定 1 なし 1
啓発活動 1 規制 1
(保存会) 1 転用未着手 1
(伐採費用) 1
なし 1
助成 1 なし 1
規制 1
助成 1

















         の他の市民団体が、所有者との間に協定を結び、それに従って保
         全活動をしてきた。
規制：市町村が樹林の保全育成のために法律、条例等に基づいて伐採




            てきた。
観光地：樹林を含めて観光地として認知されており、伐採できる環境にない。
転用未着手：所有者に転用や売却の希望や予定があるが、まだ着手して
                   いない。
(保存会)=｢その他｣：老人クラブや居住者及び所有者の希望者で、保存
                              会を設立し、景観保存に取り組んできた。この保存
                              会へ市は年間50,000円の補助金を支出している。
(文化財予定)=｢その他｣：樹林を含む土地の区域について、文化財に指
                                     定予定がある。
(伐採費用)=｢その他｣：樹林内の樹木が大木であり、伐採するためにも多
                                 額の費用がかかることから、伐採されていない。
【回答のなかった選択肢】
・地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とするNPO、自治会その他の市
















































































































弘前市 西茂森 寺院群 29.4 史跡（惣構） 有 無回答 無回答 文化財 所有者個別 規制 所有者・樹林




有 A B 所有者個別 文化財 規制 所有者
大阪市 寺町 寺院群 24.4 風致地区
保存樹林助成
有 他(B) 未評価 規制 助成 なし 外的
秋田市 寺町 寺院群 20.6 保存樹 有 D C 所有者個別 規制 なし 外的・所有者・樹林




有 A B 所有者個別 文化財 規制 所有者
弘前市 新寺町 寺院群 13.3 史跡（惣構） 有 無回答 無回答 所有者個別 なし なし 無回答
金沢市 野町周辺 寺院群 12.7 寺社等風景等
保存樹林
有 A C 規制 所有者個別 他
（伐採費用）
外的・所有者・樹林
弘前市 仲町伝建 武家地跡 12.6 伝建地区
生垣剪定奨励金
有 無回答 無回答 文化財 所有者個別 助成 所有者
京都市 相国寺 寺院群 12.0 風致地区
名勝（庭園）
有 A B 所有者個別 規制 文化財 所有者
久留米市 寺町 寺院群 11.9 保存樹奨励金 有 B C 所有者個別 助成 観光地 所有者
大野市 錦町周辺 寺院群 10.5 まちづくり協定 無 B B 所有者個別 協定 なし 外的
京都市 建仁寺 寺院群 7.6 風致地区
名勝（庭園）
有 A B 所有者個別 規制 文化財 所有者
盛岡市 大慈寺町 寺院群 7.5 環境保護地区 有 A 未評価 所有者個別 規制 他（規制） なし
萩市 北古萩町周辺 寺院群 7.3 なし 有
他(複数
回答)
C 所有者個別 なし なし 無回答
柳川市 西魚屋町周辺 寺院群 5.9 美観地区  1) 無 B B 所有者個別 規制 観光地 外的・所有者・樹林
小田原市 西海子小路周辺 武家地跡 5.9 なし 有 C 未評価 所有者個別 なし なし 外的・所有者
新発田市 中央町周辺 寺院群 4.9 なし 有 未評価 未評価 所有者個別 所有者間協力 なし 無回答
臼杵市 二王座 寺院群 4.4 なし 無 C C 所有者個別 なし なし 樹林
台東区 谷中周辺 寺院群 3.9 保護樹林助成
天然紀念物
無 B C 所有者個別 助成 なし 所有者
結城市 結城 寺院群 3.4 なし 有 A C 所有者個別 協力 なし 所有者
五島市 福江武家屋敷 武家地跡 3.3 なし 無 C C 所有者個別 他（保存会） 転用未着手 所有者
会津若松市 馬場本町周辺 寺院群 3.1 景観指定樹 無 A C 所有者個別 啓発活動 規制 所有者
堺市 南宗寺周辺 寺院群 3.1 保存樹 無 B B 規制 所有者個別 なし 所有者
村上市 寺町 寺院群 3.0 なし 有 他(D) 未評価 所有者個別 なし なし なし
日南市 飫肥前鶴通 武家地跡 2.9 伝建地区 有 B D 他（文化財） 所有者間協力 なし 所有者
刈谷市 元町周辺 寺院群 2.5 保存樹助成
天然紀念物
有 C B 所有者個別 助成 文化財 所有者
金沢市 長町周辺 武家地跡 2.1 伝統的街並み区域
保存樹
無 A C 所有者個別 規制 観光地 外的・所有者・樹林
桑名市 一色町周辺 寺院群 2.0 史跡（集落跡） 無 B C 所有者個別 文化財 なし 外的
文京区 向丘周辺 寺院群 1.3 保護樹林 無 未評価 未評価 所有者個別 所有者間協力 規制 なし

















































































































ととした。その結果を、地区面積の大きい順に表 2-7 に示した。 






















地区の選定については、５．(1) の景観、防火機能評価の多い順に 2 段階（景観は A と B、防
火は B と C）の地区を抽出し、組合せを最高評価の景観 A と防火 B、中間の景観 B と防火 B、最
低評価の景観 B と防火 C の 3 つとした。そして、それぞれの組合せの地区の所有者または地域住
民組織からヒアリングの依頼に応じていただいた代表者にお願いした。ヒアリングを行ったのは、
イ地区（景観 A、防火 B）寺院職員（2012 年 3 月 31 日）、ロ地区（景観 B、防火 B）寺院住職（2012
年 3 月 1 日）、ハ地区（景観 B、防火 C）地域住民（2012 年 3 月 13 日）の 3 者である。ヒアリ
ングにおける質問項目は、樹林所有者に対しては、i) 樹林形成の経緯について、ii) 樹林の機能評
価について、iii) 樹林が維持されてきた要因について、iv) 今後の樹林保全方策についてとし、地
域住民に対しては、i) 樹林の評価、ii) 樹林とのかかわり方、iii) 今後の意向と課題、とした。 
b) ヒアリングの結果 



















































































































2) 建設省総合開発プロジェクト：都市防火対策手法の開発 概要報告書，1982． 
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防災に関しては、2006 年 4 月 5 日の第 4 回小委員会において委員から「もし直下型の地震火災
で燃え始めた場合、（中略）木造の住宅がびっしりあるということは、ある意味では極めて危険な






















































































































































カテゴリー毎の合計      カテゴリーの内訳 
図 3-1-5 火災予防対策を位置付けた維持向上計画の件数
図 3-1-3  敷地裏側に並ぶ土蔵群 16) 
図 3-1-4  吹屋伝統的建造物群保存地区での
消防訓練 17) 
 






表 3-1-1 歴史的風致維持や文化財保護の制約がかかる状況を明記した上での火災予防対策（その 1） 












































表 3-1-1 歴史的風致維持や文化財保護の制約がかかる状況を明記した上での火災予防対策（その 2） 




























































































































3) 国社整審第 26 号：国土交通大臣冬柴鐵三宛て社会資本整備審議会会長張富士夫，大津市における新たな古都
指定など、今後の古都保存行政のあり方はいかにあるべきか。，2008． 
4) 文化審議会文化財分科会企画調査会：文化審議会文化財分科会企画調査会報告書，2007． 
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図 3-2-2 ならまちの社寺林 3) 
 




























































































































































表 3-2-1 各制度の対象と要件の評価結果 
都　市1) 地　域2) 歴史性 防災性
a)風致地区 ○全国 ○都市計画区域等3) ○運用指針 × ×
b)保存樹・保存樹林 ○全国 ○都市計画区域 △ △ ○
c)歴史的風土特別保存地区 ×古都 ×歴史的風土保存区域 ◎法律 × ×
d)近郊緑地特別保全地区 ×首都・近畿圏 ×近郊緑地保全区域 × ◎法律 ×
e)特別緑地保全地区 ○全国 ○都市計画区域等 ◎法律 ◎法律 ○
f)市民緑地 ○全国 ○都市計画区域等 △ △ ○
g)地区計画等緑地保全条例 ○全国 ○都市計画区域 △ △ ○
h)借地公園 ○全国 ○都市計画区域等4) △ △ ○
 2) 都市計画区域等で○、限定があれば×。
 1) 全国で○、限定があれば×。
























表 3-2-2 各項目に対する評価 
項目
















































図 3-2-4 各制度の効果の評価結果 
図 3-2-5 特別緑地保全地区の要件別地区数 



















































































































































4)  川名俊次：古都保存法制定の背景と実際，都市計画 No.176，pp.28-31，1992．等多数の指摘がある。 
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これらの提案を調査対象 25 区市に示して評価を求めた。提案の提示方法は、(1) で定めたスキ
ームに、所有者、地域住民、行政がそれぞれ享受すると考えられるメリットをそれぞれ付したう
えで図示したもの（図 3-3-1）と表 3-3-1 の選択肢を示して、「最も近いと思われる評価 A～D の
うち一つだけ ○ で囲んで下さい。」とし、回答を求めた。その結果、9 区市が A の賛意を示し、
11 区市が B の課題ありと回答した。 




















表 3-3-1 提案に対する評価 
回答 番号 回答 番号 回答
① 1 ⑩ 1
② 3 ⑪ 8
③ 2 ⑫ 1
④ 0 ⑬ 1
C わからない 2 ⑤ 0 ⑭ 3
D その他 2 ⑥ 3 ⑮ 2
1 ⑦ 3 ⑯ 2
25 ⑧ 2 ⑰ 0




















図 3-3-1 提案制度スキーム図 
66 
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1974~1978 年撮影国土画像情報             2007 年以降撮影電子国土基本図 
 









           














      














秋田市位置図     地区周辺地形図 
 
             









            














     






























       














           
















         














       
金沢市位置図       地区周辺地形図 
 
 
      









       














       




























         














        














        














        













           














           
大阪市位置図      地区周辺地形図 
 
 
       








































        
柳川市位置図      地区周辺地形図 
 
 
         









       














       














       














           














        
















      














     













       



















































ついて、考えられる項目を全て ○ で囲んで下さい。（複数回答可） 
回答数 
(全 31) 
30  1 各所有者が個別に保全育成してきた。 
5  2 所有者が協力しあって保全育成してきた。 
0  3 地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とする NPO、自治会その他の市民団体
が、所有者の了解を得て自主的に保全育成活動を行ってきた。 
1  4 地域の緑の保全育成またはまちづくりを目的とする NPO、自治会その他の市民団体
が、所有者との間に協定を結び、それに従って保全活動を行ってきた。 
0  5 市町村が樹林の保全育成に関する事業を NPO、自治会その他の市民団体に委託して
行ってきた。 
0  6 市町村が所有者に働き掛け、樹林の保全育成を目的として行政計画に位置付けた。 
15  7 市町村が樹林の保全育成のために法律、条例等に基づいて伐採や転用に規制をかけて
きた。 
6  8 市町村が樹林を保全育成するための助成制度を作って適用してきた。 
3  9 市町村が所有者や周辺住民に対して啓発活動を行ってきた。 
9  10 樹林または樹林を含む土地の区域（個々の建造物や美術工芸品等に対する指定は除
く。）を文化財に指定して保護してきた。 
3  11 樹林を含めて観光地として認知されており、伐採できる環境にない。 
0  12 樹林が斜面にあるなど立地条件からみて、開発や転用の余地がない。 
1  13 所有者に転用や売却の希望や予定があるが、まだ着手していない。 









































































第 1 位 第 2 位 第 3 位 
1 所有者     25 
7 規制        6
10 文化財     2 
11 観光地     2 
なし           2 
2 協力        3
7 規制        1 
なし           2 
8 助成        3
10 文化財     1 
11 観光地     1 
なし           1 
10 文化財     3
7 規制        2 
なし           1 
4 協定        1 なし           1 
9 啓発        1 7 規制        1 
14 文化財予定 1 なし           1 
14 保存会     1 13 未利用     1 
なし           6  
7 規制        3 
1 所有者      2 14 伐採費用     1 
8 助成        1 なし           1 
10 文化財     3 
1 所有者      2
7 規制        1 
8 助成        1 














寺 1 武 2  1 全部または一部の所有者に伐採または売却の意向がある。 
1  0  2 全部または一部が道路等の公共施設の整備計画に位置付けられている。 
4  0  3 周辺住民から伐採の要望がある。 
3  1  4 市民の保全育成の意識が育たない。 
1  1  5 所有者と行政または市民との保全育成に向けた連携がうまくいかない。 
14  3  6 樹林の維持管理費に所有者の負担が大きい。 
3  4  7 所有者が高齢化し、樹林の維持管理作業の負担が大きい。 
5  1  8 樹木が老齢化し、または成長し過ぎ、更新が難しい。 
0  1  9 樹木に病虫害が発生している。 
3  10 区域内の建築物に空き家が増加しており、維持管理の担い手が不在である。 
1  11 相続税、固定資産税等の負担が大きい。 






























































































































































































































２．案に対する貴 区／市 の評価 
 
回答 番号 回答 番号 回答
① 1 ⑩ 1
② 3 ⑪ 8
③ 2 ⑫ 1
④ 0 ⑬ 1
C わからない 2 ⑤ 0 ⑭ 3
D その他 2 ⑥ 3 ⑮ 2
1 ⑦ 3 ⑯ 2
25 ⑧ 2 ⑰ 0



























































































































日 時 ： 2012 年 3 月 31 日（土）10:00~10:50 
対象者 ： 寺院職員 
































































日 時 ： 2012 年 3 月 1 日（木）13:30~15:15 
対象者 ： 寺院住職 




















































図 1 西の堀沿いの竹林 
図 2 海側から見た境内 



































日 時 ： 2012 年 3 月 13 日（火）16:00~17:00 
対象者 ： 地域住民 
























































































































3) 企業との連携事業の情報（2012 年 9 月参照） 
http://www.tokenshi-kankyo.jp/green/csr5.html 
 
 
 
